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⑩ 日本法医学会 「異状死ガイドライン」についての見解 （平成 14 年 9 月） 

1.医師法21条は，「医師は，死体又は妊娠4ヶ月以上の死産児を検案して異状

があると認めたときは，．．．」とある。ここで言う検案とは単に死体で発見さ

れた場合の検査と言う意味に限局されるのではない。診療中の患者において

もその死の判定をした後に，主治医あるいは他の医師は，正確な死亡診断書

や死体検案書作成のために，その死の原因を究明すべく死体を詳細に観察す

ることが必要である。そのような観察は検案に相当するもので，少しでも異

状が認められたなら当然届け出の義務が発生するものである。従って，医師

法 21 条は医療機関における死亡にも適応されるとの考え方で何ら不合理は

ない。  

2.「診療行為に関連した予期しない死亡，およびその疑いがあるもの」とは，

明らかに危険性が予見される手術合併症による術中，術直後の死亡や，診療

行為中のすべての死亡例を異状死とするのではなく，あくまでも予期しない

死亡あるいはその疑いのあるものを対象としている。・・・  

3. 明らかな手術合併症による死亡まで届け出ることによって，医師の萎縮行

為を招くとの考えがあるが，この場合，手術の難易度，予想される合併症は

当然客観性を有するものであり，また患者あるいは家族はそれらを踏まえた

上で手術に同意している訳である。従って，明らかな危険性が予見され，そ

の死に対して合理的な説明がつくものまでも異状死とするものではない。あ

くまでも当該手術において，明らかな手術合併症によらない予期せぬ死亡も

しくはその疑いのある死亡と述べているのであって，このことを届け出るこ

とによって医療が萎縮する理由にはなり得ないと考える。・・・ 

5.・・・日本法医学会としては，死因のみならず死亡に至る過程が異状であっ

た場合にも異状死体の届け出をすべきであるとしていることは前項までに

述べた通りである。従って，患者の予期せぬ死亡は解剖前に届け出るのが妥

当であり，その後解剖への対応を警察等と協議すべきである。・・・ 

 

⑪ 最高裁判決（広尾病院事件） （平成 16 年 4 月 13 日） 

  死体を検案して異状を認めた医師は、自己がその死因等につき診療行為にお

ける業務上過失致死等の罪責を問われるおそれがある場合にも、本件届出義務

を負うとすることは、憲法３８条１項に違反するものではないと解するのが相

当である。 

 

⑫ 日本医学会加盟の主な 19 学会の共同声明 「診療行為に関連した患者死亡
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